
別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

1 平成30年11月1日
 Ⅰ　基本情報 ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム３  (P.5)

Ⅰ　基本情報

２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム３
(P.5)

変更

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なものについて以下の機
能別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報告書）の審査、管理
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由ではなく媒体で取込す
る。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調書、扶養是正情報等）
の送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なものについて以下の機能
別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報告書等）の審査、管理
・住登外課税通知データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由ではなく媒体で取込する。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調書、扶養是正情報等）の
送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

2 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先37
(別紙2　P.9)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先37  (別紙
2　P.9)

変更
 ②提供先における用途：雇用対策法による職業転換給付金の支給に関
する事務

 ②提供先における用途：労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の
安定及び職業生活の充実等に関する法律による職業転換給付金の支給に
関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

3 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先2
(P.20)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先2  (P.20) 変更
 ②移転先における用途：生活保護法による保護の決定及び実施、就労
自立給付金の支給、保護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に関す
る事務

 ②移転先における用途：生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収
金の徴収に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

4 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先41
(別紙3　P.11)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先41  (別紙
3　P.11)

変更
 ②移転先における用途：墨田区重症心身障害児(者)介護者支援事業実
施要綱による介護者支援事業の利用に関する事務

 ②移転先における用途：墨田区重症心身障害児（者）等介護者支援事業
実施要綱による介護者支援事業の利用に関する事務

事前

5 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先46
(別紙3　P.13)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先46  (別紙
3　P.13)

変更

 ②移転先における用途：「生活に困窮する外国人に対する生活保護の
措置について」による外国人に対する保護の決定及び実施、就労自立
給付金の支給、保護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に関する事
務

 ②移転先における用途：「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措
置について」による外国人に対する保護の決定及び実施又は徴収金の徴
収に関する事務

事前

6 平成30年11月1日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入
手・使用 ③入手の時期・頻度  (P.10)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度  (P.10)

変更

○当初賦課時（１月～４月）に入手
・申告情報（確定申告書、公的年金等支払報告書、給与支払報告書、
特別区民税・都民税申告書）：１月～４月にかけて複数回入手
・生活保護関係情報：１月に入手
・１月１日現在住民データ：１月に入手
・年金特別徴収対象者情報、介護・高齢者福祉関係情報：５月に入手
○個別的に対応する事務に際して入手
・当初賦課以降の新規賦課、税額更正に関する申告情報：随時入手
・年金特別徴収通知ファイル：毎月入手
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び生活保護関係情報：減免の
都度、随時入手

○当初賦課時（１月～４月）に入手
・申告情報（確定申告書等）：１月～４月にかけて複数回入手
・生活保護関係情報：１月に入手
・１月１日現在住民データ：１月に入手
・年金特別徴収対象者情報、介護・高齢者福祉関係情報：５月に入手
○個別的に対応する事務に際して入手
・当初賦課以降の新規賦課、税額更正に関する申告情報：随時入手
・年金特別徴収通知ファイル：毎月入手
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び生活保護関係情報：減免の都
度、随時入手

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

7 平成30年11月1日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入
手・使用 ④入手に係る妥当性  (P.10)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性  (P.10)

変更

申告情報（確定申告書、公的年金等支払報告書、給与支払報告書、特
別区民税・都民税申告書）については、制度上定められた時期・頻
度・方法にて、国税庁・年金保険者・給与支払者・住民からの情報提
供を受けている。住民基本台帳法（以下、「住基法」という。）第７
条に規定する事項、障害者福祉関係情報、生活保護関係情報及び介
護・高齢者福祉関係情報については、本人情報確認の事務効率化のた
め、団体内統合宛名システム、情報提供ネットワークシステム等を利
用して入手する。なお、区外在住者等の本人確認情報の入手は、住民
基本台帳ネットワークシステムにより行う。

申告情報については、制度上定められた時期・頻度・方法にて、国税
庁・年金保険者・給与支払者・住民からの情報提供を受けている。住民
基本台帳法（以下、「住基法」という。）第７条に規定する事項、障害
者福祉関係情報、生活保護関係情報及び介護・高齢者福祉関係情報につ
いては、本人情報確認の事務効率化のため、団体内統合宛名システム、
情報提供ネットワークシステム等を利用して入手する。なお、区外在住
者等の本人確認情報の入手は、住民基本台帳ネットワークシステムによ
り行う。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

8 令和1年6月18日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ４．特定個人情報ファイ
ルの取扱いの委託 委託事項３ (P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

委託事項３
(P.12)

変更 地方税電子化協議会から伝送される範囲となる。 地方税共同機構から伝送される範囲となる。 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

9 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先
11(P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先11(P.23) 変更 福祉保健部障害者福祉課 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

10 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先
42(P.11)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先42(P.11) 変更 福祉保健部障害者福祉課 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

11 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先
43(P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先43(P.12) 変更 福祉保健部障害者福祉課 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

12 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先
44(P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先44(P.12) 変更 福祉保健部障害者福祉課 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

13 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記録され
る項目　（別添２）ファイル記録項目（住民税）
(P.43)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報

④記録される項
目　（別添２）
ファイル記録項
目（住民税）
(P.43)

変更

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主
氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴収区分、履歴Ｎｏ、課税番
号・指定番号、生年月日、性別、受給者番号、非課税区分、
　（中略）
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、同居老親等扶養親族数、老
人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶養者数、
　（中略）
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税額、還付額、充当額

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏
名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴収区分、履歴Ｎｏ、課税番
号・指定番号、生年月日、性別、受給者番号、非課税区分、
　（中略）
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、同一生計配偶者、同居老親等
扶養親族数、老人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶養者数、
　（中略）
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税額、還付額、充当額

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

14 令和1年6月18日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  (P.37～42)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

(P.37～42) 変更 別添１のとおり 別添２のとおり 事後

15 令和1年6月18日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  (P.71～77)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

(P.71～77) 変更 別添３のとおり 別添４のとおり 事後

16 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先65
(別紙3　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先65  (別紙
3　P.23)

追加

移転先65：区民部国保年金課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：年金生活者支援給付金の支給に関する法律によ
る年金生活者支援給付金に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１万人以上１０万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：新規賦課及び税額更正時

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

17 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先66
(別紙3　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先66  (別紙
3　P.23)

追加

移転先66：子ども・子育て支援部子ども施設課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：児童福祉法による保育所における保育の実施又
は措置に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：新規賦課及び税額更正時

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

18 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先62
(別紙2　P.22)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先62  (別紙
2　P.22)

変更  ⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税関係情報  ⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

19 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先64
(別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先64  (別紙
2　P.23)

追加

提供先64：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表第二（第20項）
②提供先における用途：身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障
害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

20 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先65
(別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先65 (別紙2
P.23)

追加

提供先65：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表第二（第53項）
②提供先における用途：知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障
害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

21 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先66
(別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先66 (別紙2
P.23)

追加

提供先66：厚生労働大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表第二（第117項）
②提供先における用途：年金生活者支援給付金の支給に関する法律によ
る年金生活者支援給付金の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

22 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨ 過去
３年以内に、評価実施機関において、個人情
報に関する重大事故が発生したか(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ 過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.53)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

23 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨ その
内容　(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ その内容
(P.53)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人情
報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再委託
が行われていた（平成３０年１２月１７日発覚）。調査の結果、再委託
先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

24 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発
防止策の内容(P.68)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の
予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委託先
が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ることを契約
書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の
書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把
握するよう、全課に周知徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

25 令和1年12月13日
 Ⅰ　基本情報 １　特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容(P.3)

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容
(P.3)

変更

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、4月1日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められた
軽自動車税を賦課する。
【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税申告書の提出を受け、車両情報等を取得し軽
自動車税システムに登録する。
②住民等から軽自動車税廃車申告書等の提出を受け、車両情報等を取
得し軽自動車税システムから車両情報等を抹消する。

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、4月1日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められた軽
自動車税種別割を賦課する。
【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等
の提出を受け、車両情報等を取得し軽自動車税システムに登録する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼標識返納書等の提出を
受け、車両情報等を取得し軽自動車税システムから車両情報等を抹消す
る。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

26 令和1年12月13日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 （別添１）
事務の内容  (P.2)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

（別添１）事務
の内容

(P.2) 変更

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、４月１日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められ
た軽自動車税を賦課する。
具体的には、
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税申請書等の提出を
受け、それを基に課税情報を入力・管理する。また、住民からの申告
書の提出に対し、標識交付証明書等を交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付する。
③軽自動車税申告書や課税物件異動通知書を旧課税自治体に対し送付
する。また、住民票情報等を照会する。

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等について、
４月１日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められた軽自
動車税種別割を賦課する。
具体的には、
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告（報
告）書兼標識交付申請書等の提出を受け、それを基に課税情報を入力・
管理する。また、住民からの申告書の提出に対し、標識交付証明書等を
交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）や課税物件異動
通知書を旧課税自治体に対し送付する。また、住民票情報等を照会す
る。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

27 令和1年12月13日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の
入手・使用 ③入手の時期・頻度(P.30)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度(P.30)

変更
○定期的に入手する情報
・住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
・軽自動車税申告書情報：毎月2回入手

○定期的に入手する情報
・住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
・軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）情報：毎月2回入
手

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

28 令和1年12月13日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の
入手・使用 ⑤本人への明示(P.30)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示
(P.30)

変更
・軽自動車税の賦課に必要な各種情報については、地方税法第447条及
び番号法別表第二第27項に規定されている。

・軽自動車税の賦課に必要な各種情報については、地方税法第463条の19
及び番号法別表第二第27項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

29 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
過去３年以内に、評価実施機関において、個
人情報に関する重大事故が発生したか(P.61)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.61)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

30 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
その内容(P.61)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.61)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人情
報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再委託
が行われていた（平成３０年１２月１５日発覚）。調査の結果、再委託
先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

31 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
再発防止策の内容(P.68)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の
予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委託先
が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ることを契約
書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の
書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把
握するよう、全課に周知徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

32 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨過去３年
以内に、評価実施機関において、個人情報に
関する重大事故が発生したか(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.68)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

33 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発防
止策の内容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の
予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委託先
が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ることを契約
書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の
書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把
握するよう、全課に周知徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

34 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨その内
容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.68)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人情
報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再委託
が行われていた（平成３０年１２月１６日発覚）。調査の結果、再委託
先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

35 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発防
止策の内容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の
予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委託先
が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ることを契約
書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の
書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把
握するよう、全課に周知徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

36 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨過去３年
以内に、評価実施機関において、個人情報に
関する重大事故が発生したか(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.75)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

37 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨その内
容(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.75)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人情
報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再委託
が行われていた（平成３０年１２月１７日発覚）。調査の結果、再委託
先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

38 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発防
止策の内容(P.68)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の
予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委託先
が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ることを契約
書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の
書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把
握するよう、全課に周知徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

39 令和1年12月13日
 Ⅴリスク対策 ２．特定個人情報ファイルの取
扱いに関する問合せ ①連絡先

Ⅴリスク対策

２．特定個人情
報ファイルの取
扱いに関する問
合せ

①連絡先 変更
墨田区総務部総務課文書管理係
〒130-8640　東京都墨田区吾妻橋一丁目23番20号
電話：03-5608-6241

墨田区区民部税務課税務係
郵便番号130-8648
東京都墨田区吾妻橋一丁目２３番２０号
電話：03-5608-6008

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

40 令和2年2月17日
 Ⅰ　基本情報 ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム１  (P.4)

Ⅰ　基本情報

２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム１
(P.4)

変更

１　個人住民税の賦課事務に関する処理を行う。
・当初課税処理：年度当初の賦課決定
・例月課税処理：年度当初の賦課決定後の課税処理
・課税照会処理：個人、事業所の課税内容照会
・一括異動処理：収納、所得情報の決裁処理
・一括発行処理：納税通知書・納付書等の発行、調定表等の帳票作成
・データ取込処理：電子データ化された確定申告書、給与支払報告書
等の取込
・年金特徴処理：年金特徴（公的年金からの特別徴収）の判定、税額
通知データ等の作成
・税照会証明処理：課税・非課税証明書の発行

１　個人住民税の賦課事務に関する処理を行う。
・当初課税処理：年度当初の賦課決定
・例月課税処理：年度当初の賦課決定後の課税処理
・確定申告受付処理：年度当初の区申告書等のデータ作成
・課税照会処理：個人、事業所の課税内容照会
・一括異動処理：収納、所得情報の決裁処理
・一括発行処理：納税通知書・納付書等の発行、調定表等の帳票作成
・データ取込処理：電子データ化された確定申告書、給与支払報告書等
の取込
・年金特徴処理：年金特徴（公的年金からの特別徴収）の判定、税額通
知データ等の作成
・税照会証明処理：課税・非課税証明書の発行

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

41 令和2年6月12日
 Ⅰ　基本情報 ６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

・番号法第19条第7号  別表第二
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人
情報）に「地方税関係情報」が含まれる項
（第
1,2,3,4,6,8,9,11,16,18,23,26,27,28,29,31,34,35,37,38,39,40,42,4
8,54,57,58,59,61,62,63,64,65,66,67,70,71,74,
80,84,85-
2,87,91,92,94,97,101,102,103,106,107,108,113,114,115,116,119の
項）
第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のうち、事務の内容に地方
税関係情報が含まれる項
（第27の項）
・番号法第19条第8号
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第19条第8号に基づく特定個人情報の提供に関する規則

【情報照会】
・番号法　第19条第7号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第20
条
【情報提供】
・番号法　第19条第7号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情
報）に「地方税関係情報」が含まれる項
（1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、57、58、59、61、62、63、
64、65、66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、97、
101、102、103、106、107、108、113、114、115、116、117、120の項）
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第1
条、第2条、第3条、第4条、第6条、第7条、第8条、第10条、第12条、第
13条、第14条、第16条、第19条、第20条、第21条、第22条、第22条の3、
第22条の4、第23条、第24条、第24条の2、第24条の3、第25条、第26条の
3、第27条、第28条、第31条、第31条の2、第31条の3、第32条、第33条、
第34条、第35条、第36条、第37条、第38条、第39条、第40条、第43条、
第43条の3、第43条の4、第44条、第44条の2、第45条、第47条、第49条、
第49条の2、第50条、第51条、第53条、第54条、第55条、第58条、第59
条、第59条の2、第59条の2の2、第59条の3
※　番号法第19条第7号別表第2の29、71、115の項については主務省令で
定められていない。

事後

記載内容の精査による、番
号法別表の項番追加及び
主務省令の条文追加並び
に文言修正等の形式的な
変更であるため、重要な変
更には当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

42 令和2年6月12日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ特定
個人情報ファイルの概要 ６．特定個人情
報の保管・消去 ①保管場所

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜住民税システムにおける措置＞
・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さ
らに厳格な入退室管理（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に氏名
や入退室時間等を記帳）を行っている区画に設置したサーバー内に保
管。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワー
ドによる認証が必要。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。
システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格な入退室管理
(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民
税等の情報が包含されているパッケージシステムであるため、当区の評
価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民記録管理シ
ステム」という表記で統一する。
・課税原票管理システムにおいてはセキュリティゲートにて入退館管理
を行っている建物内のうち、さらに厳格な入退室管理（指紋認証、監視
カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）を行っている区画
に設置したサーバー内に保管。サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が必要。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

43 令和2年6月12日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ
特定個人情報ファイルの概要 ６．特定個
人情報の保管・消去 ①保管場所

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜軽自動車税システムにおける措置＞
・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さ
らに厳格な入退室管理を行っている区画（指紋認証、監視カメラの設
置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワー
ドによる認証が必要。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。
システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格な入退室管理
(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民
税等の情報が包含されているパッケージシステムであるため、当区の評
価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民記録管理シ
ステム」という表記で統一する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

44 令和2年6月12日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ特定個
人情報ファイルの概要 ６．特定個人情報
の保管・消去 ①保管場所

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さ
らに厳格な入退室管理を行っている区画（指紋認証、監視カメラの設
置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワー
ドによる認証が必要

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。
システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格な入退室管理
(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民
税等の情報が包含されているパッケージシステムであるため、当区の評
価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民記録管理シ
ステム」という表記で統一する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

45 令和2年10月9日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先67
(別紙3　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先67  (別紙
3　P.24)

追加

移転先67：福祉保健部保健衛生担当保健予防課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：墨田区小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給
付事業実施要綱による日常生活用具の給付に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

46 令和3年3月31日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置してお
り、データセンターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管理す
る。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室への入室を行う際は、警備員な
どにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベー
ス内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

事前

47 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情報の使用 リスク３：　従
業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な
管理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であるこ
とを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行って
いる。
・他市区町村や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報
漏えいが発生した際の新聞記事等を課内にて情報共有している。
・非常勤職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管
理を行っている。また、業務外
利用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外で
の利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行ってい
る。
・他市区町村や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏
えいが発生した際の新聞記事等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

48 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ６．情報提供ネットワークシステムとの接
続 リスク１：目的外の入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク１：目的
外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情
報照会を行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用
照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求
め、情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してか
ら情報照会を実施することになる。そのため、番号法上認められた情
報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュ
リティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時
の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操
作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切
なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照
会及び照会した情報の受領を行う機能
（※２）番号法別表第２及び第１９条第８号に基づき、事務手続きご
とに情報照会者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリス
ト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限
に基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報
照会を行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照合
リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報
提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会
を実施することになる。そのため、番号法上認められた情報連携以外の
照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の
職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内
容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会
及び照会した情報の受領を行う機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供に係る情報照会者、情報提供者、事務及び特定個人
情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用するもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に
基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

事前

5



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

49 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ６．情報提供ネットワークシステムとの接
続 リスク５：不正な提出が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク５：不正
な提出が行われ
るリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおけ
る照会許可用照合リストを情報提供ネットワークシステムから入手
し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照
合リストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求で
あるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を
行う際には、情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証と情
報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供さ
れるリスクに対応している。
・特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないよ
うに自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、
送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個
人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認
証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンラ
イン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供
の要求の受領及び情報提供を行う機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける
照会許可用照合リストを情報提供ネットワークシステムから入手し、中
間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リスト
に基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるか
チェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行
う際には、情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証と情報照
会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した情報を
自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリス
クに対応している。
・機微情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを
設定し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提
供を行うことで、センシティブな特定個人情報が不正に提供されるリス
クに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証
の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連
携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の
要求の受領及び情報提供を行う機能

事前

50 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑤物理
的対策
具体的な対策の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　 中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置
場所への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしてい
る。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナン
トとの混在によるリスクを回避する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所
への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に
所持し、持出持込することがないよう、警備員などにより確認してい
る。

事前

51 令和3年3月31日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ６．特定個人情報の
保管・消去 ①保管場所

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置してお
り、データセンターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管理す
る。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室への入室を行う際は、警備員な
どにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベー
ス内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

事前

52 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ３．特定個人情報の使用 リスク３：
従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な
管理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であるこ
とを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行って
いる。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏
えいが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管
理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であることを
税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行ってい
る。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏え
いが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

53 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ６．情報提供ネットワークシステム
との接続 リスク１：目的外の入手が行われる
リスク
リスクに対する措置の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク１：目的
外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情
報照会を行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用
照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求
め、情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してか
ら情報照会を実施することになる。そのため、番号法上認められた情
報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュ
リティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時
の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操
作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切
なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照
会及び照会した情報の受領を行う機能
（※２）番号法別表第２及び第１９条第８号に基づき、事務手続きご
とに情報照会者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリス
ト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限
に基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報
照会を行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照合
リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報
提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会
を実施することになる。そのため、番号法上認められた情報連携以外の
照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の
職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内
容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会
及び照会した情報の受領を行う機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供に係る情報照会者、情報提供者、事務及び特定個人
情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用するもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に
基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

事前

54 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑤
物理的対策
具体的な対策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　 中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置
場所への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしてい
る。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナン
トとの混在によるリスクを回避する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所
への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に
所持し、持出持込することがないよう、警備員などにより確認してい
る。

事前
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

55 令和3年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク３：　従業
者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な
管理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であるこ
とを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行って
いる。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏
えいが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管
理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であることを
税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行ってい
る。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏え
いが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

56 令和3年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク３：　従業
者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な
管理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であるこ
とを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行って
いる。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏
えいが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管
理を行っている。また、業務外利用した場合には特定可能であることを
税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行ってい
る。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏え
いが発生した際の新聞報道等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する
条項を含む誓約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

57 令和3年3月31日
 Ⅳ　その他のリスク対策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（非常勤職員、臨時職員等を含む）に対し、課内研修におい
て個人情報保護について指導するとともに、全庁的な個人情報保護に
関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度指導を行うこととするが、
違反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人情報保護に関する事項を定
め、契約を締結している。

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む）に対し、課内研修において個人情報
保護について指導するとともに、全庁的な個人情報保護に関する研修を
受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度指導を行うこととするが、違
反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人情報保護に関する事項を定
め、契約を締結している。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

58 令和3年3月31日
 Ⅳ　その他のリスク対策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜中間サーバー・プラットホームにおける措置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームの運用に携
わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施する。
・中間サーバー・プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等
について研修を行うこととしている。

＜中間サーバー・プラットホームにおける措置＞
・IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資
料等を基にセキュリティ教育資材を作成し、中間サーバー・プラット
ホームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（持続運用規定
等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年2回）及び随時（新規要
員着任時）実施することとしてる。

事前

59 令和3年6月10日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先13

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先13 変更

②移転先における用途:①生計困難者等に対する介護保険サービスの利
用料の減額に関する事務
②低所得者介護サービス利用助成金の支給に関する事務
③高齢者軽度生活援助サービス事業に関する事務
④介護軽度者に対するホームヘルプサービス事業に関する事務

②移転先における用途:①生計困難者等に対する介護保険サービスの利用
料の減額に関する事務
②高齢者軽度生活援助サービス事業に関する事務
③介護軽度者に対するホームヘルプサービス事業に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

60 令和3年6月10日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先12

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先12 変更

②移転先における用途:①子ども・子育て支援法による子どものための
教育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関す
る事務
②墨田区特別保育の利用に関する条例による休日保育、年末保育、一
時保育及び緊急一時保育の利用に関する事務

②移転先における用途:①子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給若しくは子育てのための施設等利用給付の支給又は
地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務
②墨田区特別保育の利用に関する条例による休日保育、年末保育、一時
保育及び緊急一時保育の利用に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

61 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先
49(別紙3)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先49(別紙3) 変更
②移転先における用途:墨田区妊娠高血圧症候群等医療費助成実施要綱
による妊娠高血圧症候群等医療費助成金の支給に関する事務

②移転先における用途:墨田区妊娠高血圧症候群等医療費助成実施要綱に
よる医療費助成金の支給に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

62 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先
56(別紙2)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先56(別紙2) 変更
②移転先における用途:子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する
事務

②移転先における用途:子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給若しくは子育てのための施設等利用給付の支給又は
地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

63 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先67
(別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先67 (別紙2
P.23)

追加

提供先67：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第8号  別表第二（第121項）
②提供先における用途：公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のため
の預貯金口座の登録等に関する法律による特定公的給付の支給を実施す
るための基礎とする情報の管理に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

64 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先68
(別紙2　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先68 (別紙2
P.24)

追加

提供先68：社会福祉協議会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号  別表第二（第30項）
②提供先における用途：社会福祉法による生計困難者に対して無利子又
は低利で資金を融通する事業の実施に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

65 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先68
(別紙3　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先68  (別紙
3　P.24)

追加

移転先68：子ども・子育て支援部子育て支援課、福祉保健部厚生課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のため
の預貯金口座の登録等に関する法律による特定公的給付の支給を実施す
るための基礎とする情報の管理に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数： 1万人以上10万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

66 令和4年3月23日
 Ⅰ　基本情報 ６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

【情報照会】
・番号法　第19条第7号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第
20条
【情報提供】
・番号法　第19条第7号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人
情報）に「地方税関係情報」が含まれる項
　（略）
※　番号法第19条第7号別表第2の29、71、115の項については主務省令
で定められていない。

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第20
条
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情
報）に「地方税関係情報」が含まれる項
　（略）
※　番号法第19条第8号別表第2の29、71、115の項については主務省令で
定められていない。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

67 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） ①法令上
の根拠（提供先21～57、64～66）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先21～
57、64～66）

変更 番号法第19条第7号 番号法第19条第8号 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

68 令和4年3月23日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 提供先59

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先59 変更 番号法第19条第8号に規定する条例事務関係情報照会者 番号法第19条第9号に規定する条例事務関係情報照会者 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

69 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） ①法令上
の根拠（提供先59）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先59）

変更
番号法第19条第8号及び行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律第19条第8号に基づく特定個人情報の提供に
関する規則（平成28年個人情報保護委員会規則第5号）

番号法第19条第9号及び行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律第19条第9号に基づく特定個人情報の提供に関す
る規則（平成28年個人情報保護委員会規則第5号）

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

70 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） ②提供先
における用途（提供先59）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

②提供先におけ
る用途（提供先
59）

変更
番号法第19条第7号に準ずるものとして特定個人情報保護委員会規則で
定める事務

番号法第19条第8号に準ずるものとして特定個人情報保護委員会規則で定
める事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

71 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） ①法令上
の根拠（提供先62、63）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先62、
63）

変更 番号法第19条第9号 番号法第19条第10号 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

72 令和4年3月23日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ３．特定個人情
報の入手・使用 ⑤本人への明示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示 変更
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必要な各種情報については、
番号法第19条第14号に規定されている。

個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必要な各種情報については、番
号法第19条第15号に規定されている。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

73 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除く。） 移転先21
(別紙3　P.1)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先21  (別紙
3　P.1)

変更

移転先21：子ども・子育て支援部子育て支援総合センター
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：墨田区ショートナースリー事業実施要綱によ
る短期保育の実施に関する事務管理に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数： 1万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：申請時

移転先21：削除
事後

その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

74 令和4年6月16日
 Ⅰ　基本情報  5．個人番号の利用 法令上の
根拠

Ⅰ　基本情報
 5．個人番号の
利用

法令上の根拠 変更

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律(以下「番号法」という。）第9条第1項　別表第一の16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第3項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令　第16条

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律(以下「番号法」という。）第9条第1項　別表第一の16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令　第16条

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

75 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要  ２．基本情報 ④記録さ
れる項目　全ての記録項目（別添２）特定個人
情報ファイル記録項目

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報

④記録される項
目　全ての記録
項目（別添２）
特定個人情報
ファイル記録項
目

変更

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主
氏名
（３）業務関連情報
　（略）、住民税・寄附金控除、（略）

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏
名
（３）業務関連情報
　（略）、所得税・寄附金控除、（略）、業務雑所得、ひとり親、ひと
り親控除にかかる
　　控除額、新生命支払額、旧生命支払額、介護医療支払額、新個人生
命支払額、
　　旧個人支払額、妻有区分、医療費支払額、スイッチOTC支払額、特例
寄附額、
　　特例以外寄附額、都条例寄附額、区条例寄附額、所得割減免額
（区）、
　　所得割減免額（都）、均等割減免額（区）、均等割減免額（都）、
居住開始年月日、
　　障害種別、障害等級、所得金額調整控除

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

76 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨ 過去
３年以内に、評価実施機関において、個人情
報に関する重大事故が発生したか

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ 過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

77 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨ その
内容　(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ その内容 変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人
情報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再
委託が行われていた（平成３０年１２月１４日発覚）。調査の結果、
再委託先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

78 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発
防止策の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託
の予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委
託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ること
を契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵
守状況の書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取
扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

79 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
過去３年以内に、評価実施機関において、個
人情報に関する重大事故が発生したか

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

80 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
その内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容 変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人
情報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再
委託が行われていた（平成３０年１２月１４日発覚）。調査の結果、
再委託先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

81 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨
再発防止策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託
の予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委
託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ること
を契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵
守状況の書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取
扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

82 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨過去３年
以内に、評価実施機関において、個人情報に
関する重大事故が発生したか(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.68)

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

83 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨その内
容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.68)

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人
情報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再
委託が行われていた（平成３０年１２月１４日発覚）。調査の結果、
再委託先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

84 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発防
止策の内容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託
の予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委
託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ること
を契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵
守状況の書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取
扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

85 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨過去３年
以内に、評価実施機関において、個人情報に
関する重大事故が発生したか(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.75)

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

86 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨その内
容(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.75)

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人
情報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再
委託が行われていた（平成３０年１２月１４日発覚）。調査の結果、
再委託先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

9



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

87 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 ⑨再発防
止策の内容(P.68)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託
の予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委
託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ること
を契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵
守状況の書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取
扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

88 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ２．基本情報 ③対象となる
本人の範囲

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報
③対象となる本
人の範囲

変更
個人住民税、軽自動車税の納税義務者
個人住民税、軽自動車税の適正な滞納処分を行うにあたり、特定個人
情報が必要なため。

個人住民税及び軽自動車税の納税義務者
その必要性：個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納処分を行うため。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

89 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ２．基本情報 ④記録され
る項目

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報
④記録される項
目

変更

主な記録項目：［　］雇用・労働関係情報
その妥当性：
○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：納税催告書等の発送に際し送付先確認のため、本人
への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車税の滞納整理事務におい
て、滞納者の実態を正確に把握するために記録

主な記録項目：［○］雇用・労働関係情報
その妥当性：
○識別情報：対象者を正確に特定するため。
○連絡先等情報：納税催告書等の送付先確認及び本人への連絡等のた
め。
○業務関係情報：滞納者の実態を正確に把握するため。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

90 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ②入手方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更 ［○］その他　（課税原票管理システムの閲覧のみ。　　　　） ［○］その他　（課税原票管理システム（閲覧のみ）　　　） 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

91 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ③入手の時期・頻度

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更
課税原票管理システムにて課税状況や納付状況等の確認を行うに当た
り、個人番号が当該システムの画面に表示されるが、閲覧のみであ
る。

滞納者の課税状況や納付状況等の確認を行う際 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

92 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ④入手に係る妥当性

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性

変更
課税原票管理システムにて課税状況や納付状況等の確認を行うに当た
り、個人番号が当該システムの画面に表示されるが、閲覧のみであ
る。

地方税法20条の１１により、地方税に関する調査について必要がある場
合に参考となる資料を閲覧している。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

93 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用  ⑤本人への明示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

 ⑤本人への明示 変更
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必要な各種情報については、
番号法第19条第15号に規定されている。

滞納整理に必要な調査については、地方税法２０条の１１に記載されて
いる。また、墨田区個人情報保護条例１５条によって、業務上必要な範
囲において利用していることを広く区民に周知している。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

94 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑥使用目的

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更 個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納管理 個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納処分を行うため 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

95 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑧使用方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合するものの、個人番号
は課税原票管理システムに表示されるものの閲覧のみである。

滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合させる（課税原票管理シ
ステムは閲覧のみ）。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

96 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去  ①保管場所

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ①保管場所 変更

課税原票管理システムの閲覧のみであるが、当該システムは以下のよ
うな保管場所にある。
・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さ
らに厳格な入退室管理を行っている区画（指紋認証、監視カメラの設
置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワー
ドによる認証が必要

・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理を行っている区画（指紋認証、監視カメラの設置、
記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワード
による認証が必要

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

97 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去  ②保管期間

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ②保管期間 変更
課税原票管理システムの閲覧のみであるため、滞納整理事務では特定
個人情報を保管していない。

滞納整理事務では閲覧のみを行っている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

98 令和4年6月16日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去  ③消去方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ③消去方法 変更
上記のとおり、当該事務において特定個人情報を保管していないた
め、消去するものがない。

ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォー
ムの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用して完全に消去する。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

99 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク１：　目的
外の入手が行われるリスク　対象者以外の情
報の入手を防止するための措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

リスク１：　目
的外の入手が行
われるリスク
対象者以外の情
報の入手を防止
するための措置
の内容

変更
印刷ができないよう、課税原票管理システムの閲覧のみに限定されて
いる。

課税原票管理システムの閲覧は、４情報等を基に対象者を特定した後、
画面遷移する仕組みとなっており、対象者以外の特定個人情報を誤って
閲覧することがないシステムである。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

100 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク１：　目的
外の入手が行われるリスク　必要な情報以外
を入手することを防止するための措置の内
容：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

リスク１：　目
的外の入手が行
われるリスク
必要な情報以外
を入手すること
を防止するため
の措置の内容：

変更 閲覧のみのため、必要な情報以外を入手することはない。

課税原票管理システムに記載されている情報は、税額を決定するにあた
り必要な情報のみ記載されているため、業務上不必要な情報は記載され
ない。なお、各機関への調査は、墨田区特別区税条例施行規則に定めら
れた様式により照会を行い、不必要な情報を入手していない。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

101 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク３：　入手
した特定個人情報が不正確であるリスク　入
手の際の本人確認の措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　入
手の際の本人確
認の措置の内容

変更 閲覧のみのため、存在しない。 １　住民税賦課情報ファイルに記載されている。 事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

10



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

102 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク３：　入手
した特定個人情報が不正確であるリスク　個
人番号の真正性確認の措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　個
人番号の真正性
確認の措置の内
容

変更 閲覧のみのため、存在しない。 １　住民税賦課情報ファイルに記載されている。 事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

103 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク３：　入手
した特定個人情報が不正確であるリスク　特
定個人情報の正確性確保の措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　特
定個人情報の正
確性確保の措置
の内容

変更 閲覧のみのため、存在しない。 課税資料及び添付書類との照合により正確性を確保している。 事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

104 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク４：　入手
の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリス
ク　リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク４：　入
手の際に特定個
人情報が漏え
い・紛失するリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更 閲覧のみであり、メモを取らないようにしている。 閲覧のみとなっている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

105 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク　ユーザ
認証の管理　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　ユーザ
認証の管理　具
体的な管理方法

変更 課税原票管理システムの管理者が管理している。
課税原票管理システムを利用する必要がある職員を特定し機能を制限し
ている。また、システムにアクセスするにはユーザーID・生体認証・パ
スワードによる認証が必要である。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

106 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク　アクセス
権限の発効・失効の管理　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　アクセ
ス権限の発効・
失効の管理　具
体的な管理方法

変更 課税原票管理システムの管理者が管理している。 毎年度、課税原票管理システムの管理者が権限の更新を行っている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

107 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク　特定個
人情報の使用の記録　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　特定個
人情報の使用の
記録　具体的な
管理方法

変更 課税原票管理システムの管理者が管理している。 毎年度、課税原票管理システムの管理者が権限の更新を行っている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

108 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク４：　特定
個人情報ファイルが不正に複製されるリスクリ
スクに対する措置の内容：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク４：　特
定個人情報ファ
イルが不正に複
製されるリスク
リスクに対する
措置の内容：

変更 閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教育・指導している。
閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教育・指導している。また、地
方税法２２条、住民基本台帳法４２条、番号法による罰則があることを
職員に周知している。

事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

109 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑨過去３年以内に、評価実施機関において、
個人情報に関する重大事故が発生したか

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

110 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑨その内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨その内容

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業務委託において、特定個人
情報を含む約１２万件の課税データについて、本区の許諾を得ない再
委託が行われていた（平成３０年１２月１４日発覚）。調査の結果、
再委託先から外部への特定個人情報等の流出は確認されていない。

（空欄） 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

11



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

111 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑨再発防止策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託
の予定の有無を確認するとともに、再委託の許諾を求める場合は、委
託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出ること
を契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵
守状況の書面での報告、委託先の実地調査等により特定個人情報の取
扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

（空欄） 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

112 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク　⑩
死者の個人番号：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑩死
者の個人番号：

変更 保管している 保管していない 事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

113 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ７．特定個人情報の保管・消去  リスク２：
特定個人情報が古い情報のまま保管され続
けるリスク　リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

 リスク２：　特
定個人情報が古
い情報のまま保
管され続けるリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更 保管していない。 特定個人情報を紙・電子データともに所持しないよう努めている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

114 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ７．特定個人情報の保管・消去  リスク３：
特定個人情報が消去されずいつまでも存在す
るリスク　消去手順　手順の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

 リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

変更 保管していないため、存在しない。 特定個人情報を所持していない。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

115 令和4年6月16日 Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、
通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個
人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォー
ムの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用して完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通
常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情
報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォーム
の保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

116 令和4年6月16日 Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、
通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個
人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォー
ムの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用して完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通
常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情
報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォーム
の保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

117 令和4年6月16日 Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
【４　滞納整理情
報ファイル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更
ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの
保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよ
う、物理的破壊又は専用ソフト等を使用して完全に消去する。

ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの保
守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物
理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

118 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク２：安全が
保たれない方法に
よって入手が行わ
れるリスク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・
管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ
実施できるよう設計されるため、安全性が担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手の
み実施できるよう設計されるため、安全性が担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

119 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク３：入手し
た特定個人情報が
不正確であるリス
ク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・
管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供個人識別符号
により紐付けられた照会対象者に係る特定個人情報を入手するため、正確な
照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供個人識別符
号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人情報を入手するため、正確な
照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

120 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク２：安全が
保たれない方法に
よって入手が行わ
れるリスク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・
管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ
実施できるよう設計されるため、安全性が担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手の
み実施できるよう設計されるため、安全性が担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

121 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク３：入手し
た特定個人情報が
不正確であるリス
ク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・
管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供個人識別符号
により紐付けられた照会対象者に係る特定個人情報を入手するため、正確な
照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供個人識別符
号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人情報を入手するため、正確な
照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

122 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  １．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

１　個人住民税の賦課業務
【概要】
・地方税法に基づき、国税庁・住民から提出された申告や、給与支払
者・年金保険者から提出された支払報告書等を基に住民税額を計算し
賦課する。
・住民からの申請に基づき、住民税情報から課税・非課税証明書を発
行する。

【処理の流れ】
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を
取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行
う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税
資料の画像を随時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の申告情報が届くため、パンチ事業者に
申告データの作成を委託する。
⑥ パンチ入力した申告データを住民税システムに取込を行う。

１　個人住民税の賦課業務
【概要】
・地方税法に基づき、国税庁・住民から提出された申告や、給与支払
者・年金保険者から提出された支払報告書等を基に住民税額を計算し賦
課する。
・住民からの申請に基づき、住民税情報から課税・非課税証明書を発行
する。

【処理の流れ】
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を取
得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行
う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。一部の単純・反復的な内容
については、RPAツールにより入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税資
料の画像を随時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報告書等が届くため、課税原票
管理システムで登録後にOCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータを住民税システムに取込を行
う。

事後

③についてはリスクを相
当程度変動させる変更で
はないため事前の評価の
再実施は行わない。⑤⑥
については漏えいその他
の事態を発生させるリス
クを明らかに軽減させる
ため、重要な変更に当た
らない。

123 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 １　特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、4月1日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められた
軽自動車税種別割を賦課する。

【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書
等の提出を受け、車両情報等を取得し軽自動車税システムに登録す
る。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼標識返納書等の提出
を受け、車両情報等を取得し軽自動車税システムから車両情報等を抹
消する。
③他自治体の申告書等については、当該自治体へ回送する。
④上記の手続きにより把握した4月1日現在の所有者（納税義務者）に
対し、賦課情報を作成する。
⑤納税義務者に税額を通知する。
⑥減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この
処理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又は住民
基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。ま
た、必要に応じて、団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワー
クシステムを介して生活保護関係情報等を取得する。

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、4月1日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められた軽
自動車税種別割を賦課する。

【処理の流れ】
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告（報
告）書兼標識交付申請書等の提出（四輪の新車登録は電子申告（地方税
共同機構から軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、それを基に課
税情報を入力・管理する。また、住民からの申告書の提出に対し、標識
交付証明書を交付する。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検
査情報市区町村提供システム経由で軽自動車検査情報を取得する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼標識返納書等の提出を
受け、車両情報等を取得し軽自動車税システムから車両情報等を抹消す
る。
③他自治体の申告書等については、当該自治体へ回送する。
④上記の手続きにより把握した4月1日現在の所有者等（納税義務者）に
対し、賦課情報を作成する。
⑤納税義務者に税額を通知する。墨田区に住民登録がなく住所地が特定
できない場合は、住民票関係情報を住民基本台帳ネットワークシステム
経由で取得する。
⑥減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処
理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又は住民基本
台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。また、必
要に応じて、団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワークシステ
ムを介して生活保護関係情報等を取得する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。（⑤は
事前）

124 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 １　特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

３　収納関連業務
　地方税法に基づき賦課された個人住民税及び軽自動車税の収納情報
を管理する。

【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関から住民等が納付、納入した情報を取得する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充
当を行う。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法に基づき住民等に督
促状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。

３　収納関連業務
　地方税法に基づき賦課された個人住民税及び軽自動車税の収納情報を
管理する。

【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。墨田区に
住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情報を住民基
本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住民等が納付、納入した情
報を取得する。また納付書発行データ等を共通納税システムを経由して
送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充当
を行う。また、住民より公的給付支給等口座登録簿関係資料に登録され
た公金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合は、情報提供ネッ
トワークシステムを介して公金受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法に基づき住民等に督促
状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。
⑦軽自動車税納付確認システムを経由して納付情報の登録・照会を行
う。

事前

④重要な変更

➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）

125 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 １．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法に基づき、個人住民税及び軽自動車税等の滞
納情報を管理する。
【処理の流れ】
①個人住民税及び軽自動車税の賦課・収納情報を各システムから取得
する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法に基づき、個人住民税及び軽自動車税等の滞納
情報を管理する。
【処理の流れ】
①個人住民税及び軽自動車税の賦課・収納情報等を各システムから取得
する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。墨田区に住民登録がない者につい
ては、住民票関係情報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得
する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

126 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム2 ②システムの機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム2 ②シ
ステムの機能

変更

１　課税資料や電子申告データをデジタルイメージ化し、基幹税務シ
ステムと連動させることにより、課税事務の効率化や問合せに対する
迅速化を図る。
・課税資料、電子申告データの画像データ化
・画像データの管理、検索、出力
・基幹税務システムとの連携
・他市回送する課税資料の一括印刷

１　課税資料や電子申告データをデジタルイメージ化し、基幹税務シス
テムと連動させることにより、課税事務の
　効率化や問合せに対する迅速化を図る。
・課税資料、電子申告データの画像データ化
・画像データの管理、検索、出力
・基幹税務システムとの連携
・他市回送する課税資料の一括印刷

２　給与所得者異動届出書等に記載された文字をOCR機能によりデータ化
し、別途のシステム（RPAツール）で自動入力をさせることで業務の効率
化を図る。
・OCR処理による給与所得者異動届出書等のデータ化
・不読判定としたデータの修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・宛名番号一括登録機能

３　紙媒体の給与支払報告書に記載された文字をAI-OCR機能によりデー
タ化させることで、給与支払報告書のデータ作成を内製化させる。
・OCR処理による紙媒体の給与支払報告書のデータ化機能
・OCR処理後のエラー修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・AIエンジンのアップグレード

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

127 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム2 ③他のシステムとの接続

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム2 ③他
のシステムとの
接続

変更 [　　]税務システム [〇]税務システム 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

128 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム3 ②システムの機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム3 ②シ
ステムの機能

変更

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なものについて以下の機
能別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報告書等）の審査、管
理
・住登外課税データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由ではなく媒体で取込す
る。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調書、扶養是正情報等）
の送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なものについて以下の機能
別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報告書等）の審査、管理
・住登外課税データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
・共通納税システム
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由ではなく媒体で取込する。
・共通納税インターフェースシステム（共通納税IFS）、軽OSS連携シス
テム
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調書、扶養是正情報等）の
送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

129 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム6②システムの機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム6②シス
テムの機能

変更

〇情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)
の情報照会及び情報提供受領（照会した情報の受領）を行う機能。

〇情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)の
情報照会及び情報提供受領（照会した情報の受領）を行う機能。
※情報提供ネットワークシステムを通じて口座登録・連携ファイル関係
情報を取得する機能を含む

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

130 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報  ２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用するシステム システ
ム8

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム8 追加

①システムの名称：RPAツール
②システムの機能：システムで作成したシナリオにより、個人住民税の
賦課業務の内、単純・反復的な入力をパソコンに代替させることで、業
務改善の実現を図る。
③他のシステムとの接続：宛名システム等、税務システム

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

131 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 ５．個人番号の利用 法令上の
根拠

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の
利用

法令上の根拠 変更

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律(以下「番号法」という。）第9条第1項　別表第一の16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令　第16条

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律(以下「番号法」という。）第9条第1項　別表第一の16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・墨田区行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する条例　第4条第1項及び別表第2の1の項

事後
記載要領の変更に伴う修
正であり、重要な変更に当
たらない
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

132 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 ６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第
20条
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情報）
に「地方税関係情報」が含まれる項
（1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、57、58、59、61、62、
63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、94、
97、101、102、103、106、107、108、113、114、115、116、117、120
の項）
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令　第1
条、第2条、第3条、第4条、第6条、第7条、第8条、第10条、第12条、
第13条、第14条、第16条、第19条、第20条、第21条、第22条、第22条
の3、第22条の4、第23条、第24条、第24条の2、第24条の3、第25条、
第26条の3、第27条、第28条、第31条、第31条の2、第31条の3、第32
条、第33条、第34条、第35条、第36条、第37条、第38条、第39条、第
40条、第43条、第43条の3、第43条の4、第44条、第44条の2、第45条、
第47条、第49条、第49条の2、第50条、第51条、第53条、第54条、第55
条、第58条、第59条、第59条の2、第59条の2の2、第59条の3
※　番号法第19条第8号別表第2の29、71、115の項については主務省令
で定められていない。

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち第四欄（特定個人情報）に
「地方税関係情報」が含まれる項

事後
記載要領の変更に伴う修
正であり、重要な変更に当
たらない

133 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 １　個人
住民税の賦課業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

１　個人住民税
の賦課業務

変更 (図の変更） 事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

134 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 １　個人
住民税の賦課業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

１　個人住民税
の賦課業務

変更

（備考）
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を
取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行
う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税
資料の画像を随時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の申告情報が届くため、パンチ事業者に
申告データの作成を委託する。
⑥ パンチ入力した申告データを住民税システムに取込を行う。

（備考）
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を取
得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行
う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。一部の単純・反復的な内容
については、RPAツールにより入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税資
料の画像を随時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報告書等が届くため、課税原票
管理システムで登録後にOCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータを住民税システムに取込を行
う。

事後

③についてはリスクを相
当程度変動させる変更で
はないため事前の評価の
再実施は行わない。⑤⑥
については漏えいその他
の事態を発生させるリス
クを明らかに軽減させる
ため、重要な変更に当た
らない。

135 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ２　軽自
動車税賦課関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

２　軽自動車税
賦課関連業務

変更 (図の変更） 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

136 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ２　軽自
動車税賦課関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

２　軽自動車税
賦課関連業務

変更

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等につい
て、４月１日現在の所有者に対して車種等により区分され、定められ
た軽自動車税種別割を賦課する。具体的には

①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告
（報告）書兼標識交付申請書等の提出を受け、それを基に課税情報を
入力・管理する。また、住民からの申告書の提出に対し、標識交付証
明書等を交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）や課税物件異
動通知書を旧課税自治体に対し送付する。
また、住民票情報等を照会する。
④減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この
処理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又は住民
基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。ま
た、必要に応じて団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワーク
システムを介して生活保護関係情報等を取得する。
⑤軽自動車税賦課に当たって必要な情報を団体内統合宛名システムを
介して情報照会を行う。

（備考）
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告（報
告）書兼標識交付申請書等の提出（四輪の新車登録は電子申告（地方税
共同機構から軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、それを基に課
税情報を入力・管理する。また、住民からの申告書の提出に対し、標識
交付証明書を交付する。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検
査情報市区町村提供システム経由で軽自動車検査情報を取得する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付する。墨田区に住民
登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情報を住民基本台
帳ネットワークシステム経由で取得する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）や課税物件異動
通知書を旧課税自治体に対し送付する。
また、住民票情報等を照会する。
④減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処
理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又は住民基本
台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。また、必
要に応じて団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワークシステム
を介して生活保護関係情報等を取得する。
⑤軽自動車税賦課に当たって必要な情報を団体内統合宛名システムを介
して情報照会を行う。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。（②は
事前）

137 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ３　収納
関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

３　収納関連業
務

変更 (図の変更） 事前

④重要な変更
➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

138 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ３　収納
関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

３　収納関連業
務

変更

（備考）
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関や収納代行業者から住民等が納付、納入した情報を取
得する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充
当を行う。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法に基づき住民等に督
促状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。

（備考）
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。墨田区に
住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情報を住民基
本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住民等が納付、納入した情
報を取得する。また納付書発行データ等を共通納税システムを経由して
送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充当
を行う。また、住民より公的給付支給等口座登録簿関係資料に登録され
た公金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合は、情報提供ネッ
トワークシステムを介して公金受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法に基づき住民等に督促
状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。
⑦軽自動車税納付確認システムを経由して納付情報の登録・照会を行
う。

事前

④重要な変更

➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）

139 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ４　滞納
整理関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

４　滞納整理関
連業務

変更 (図の変更） 事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

140 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添１）事務の内容 ４　滞納
整理関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

４　滞納整理関
連業務

変更

（備考）
地方税法に基づき、対象者の納付状況を確認し、対象者に対して納税
相談・分納誓約・滞納処分などを行う。具体的には
①賦課システムから課税情報、収納システムから収納情報を元に納付
状況を確認
②住民に対し、納税指導を行う。
③他市区町村へ照会・回答を行う。
④差押などの滞納処分を執行する。

（備考）

①賦課システムから課税情報、収納システムから収納情報を元に納付状
況を確認
②住民に対し、納税指導を行う。
③他市区町村へ照会・回答を行う。
④差押などの滞納処分を執行する。
⑤墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情
報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

141 令和5年3月31日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１　各種申告書の受付に関する事務
・住民基本台帳から、申告者の個人番号、賦課期日時点での住所、世
帯情報等を把握する。
・国税庁、年金保険者、給与支払者、住民から申告情報を取得する。
・申告情報の他に、賦課に必要な情報（生活保護、障害等）を照会し
取得する。
２　住民税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住民等に対する住民税賦課額
を決定する。
・決定した住民税賦課情報を外部委託業者へ提供し、税額通知関係書
類の印刷、封入封緘を委託する。（大量に処理する当初課税時のみ外
部委託し、当初課税時以外は職員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保険者・給与支払者（特別徴
収対象者）へ税額を通知する。

１　各種申告書の受付に関する事務
・住民基本台帳から、申告者の個人番号、賦課期日時点での住所、世帯
情報等を把握する。
・国税庁、年金保険者、給与支払者、住民から申告情報を取得する。
・申告情報の他に、賦課に必要な情報（生活保護、障害等）を照会し取
得する。
２　住民税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住民等に対する住民税賦課額を
決定する。
・決定した住民税賦課情報を外部委託業者へ提供し、税額通知関係書類
の印刷、封入封緘を委託する。（大量に処理する当初課税時のみ外部委
託し、当初課税時以外は職員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保険者・給与支払者（特別徴収
対象者）へ税額を通知する。納税通知等が宛先不明等により返戻された
場合は、住民基本台帳ネットワークに照会し、再送付する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

142 令和5年3月31日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ４．特定個人情報ファイ
ルの取り扱い委託 委託の有無

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

委託の有無 変更 〔委託する〕（３件） 〔委託する〕（２件） 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

143 令和5年3月31日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ４．特定個人情報ファイ
ルの取扱いの委託 委託事項２

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

委託事項２ 変更 （省略） （削除） 事後

漏えいその他の事態を発生
させるリスクを明らかに軽
減させるため、重要な変更
に当たらない。

144 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ５　特定個人情報の提
供・委託（委託に伴うものを除く。） 提供・移転
の有無

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５　特定個人情
報の提供・委託
（委託に伴うも
のを除く。）

提供・移転の有
無

変更
〔〇〕提供を行っている（63件）
〔〇〕移転を行っている（64件）

〔〇〕提供を行っている（68件）
〔〇〕移転を行っている（67件）

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

145 令和5年3月31日
【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定個人
情報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される
ため、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み
出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるた
め、通常、中間サーバー・プラットフォームの事業者が特定個人情報を
消去することはない。
・ディスクの交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、
物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

146 令和5年3月31日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記
録される項目　主な記録項目

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　主な記録項
目

変更 〔　〕個人番号対応符号 〔〇〕個人番号対応符号 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

147 令和5年3月31日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ３．特定個人情報の
入手・使用 ⑧使用方法

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１  各種申告書等の受付に関する事務
・各種申告書から住民等の車両情報等を取得する。
２  軽自動車税の賦課、通知に関する事務
・賦課期日時点の申告情報から賦課情報を作成する。
・納税通知書の印刷委託事業者に賦課情報を提供する。
３  更正に関する事務
・必要に応じて税額更正等を行う。

１  各種申告書等の受付に関する事務
・各種申告書から住民等の車両情報等を取得する。必要に応じて、住民
基本台帳ネットワークシステムに照会をする。
２  軽自動車税の賦課、通知に関する事務
・賦課期日時点の申告情報から賦課情報を作成する。
・納税通知書の印刷委託事業者に賦課情報を提供する。
３  更正に関する事務
・必要に応じて税額更正等を行う。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

148 令和5年3月31日
【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅱ　特定
個人情報ファイルの概要 ６．特定個人情報の
保管・消去 ③消去方法

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される
ため、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み
出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるた
め、通常、中間サーバー・プラットフォームの事業者が特定個人情報を
消去することはない。
・ディスクの交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、
物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

149 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記録される
項目　　主な記録項目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　主な記録
項目

変更 〔　〕個人番号対応符号 〔〇〕個人番号対応符号 事前 重要な変更

150 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記録される
項目　　主な記録項目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　主な記録
項目

変更 [　]その他（　　　　　） [〇]その他（口座登録・連携ファイル関連情報） 事前 重要な変更

151 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記録される
項目　　その妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　その妥当
性

変更

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：①督促状及び還付・充当の通知等の発送に際し送付
先確認のため、②本人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車税の算出税額を把握するた
めに記録

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：督促状及び還付・充当の通知等の発送に際し送付先確
認のため、本人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車税の算出税額を把握するため
に記録
〇その他：（口座登録・連携ファイル関係情報）：公金受取口座での還
付金受取を意思表示した住民への還付事務のために保有

事前 重要な変更

152 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ①入手元

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

①入手元 変更 [　]行政機関・独立行政法人等（　　　　　　　） [〇]行政機関・独立行政法人等（デジタル庁） 事前 重要な変更

153 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ②入手方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更
[　]情報提供ネットワークシステム
[〇]その他（賦課情報システム）

[〇]情報提供ネットワークシステム
[〇]その他（賦課情報システム、住民基本台帳ネットワークシステム）

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

154 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ③入手の時期・頻度

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更 住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
１住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
２公金受取口座による還付金の受取を意思表示した住民に係る口座登
録・連携ファイル関連情報の取得事務　還付金発生の都度入手

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

155 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ④入手に係る妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性

変更
住基法第７条に規定する事項については、本人情報確認等の事務効率
化のため、団体内統合宛名システムを利用して入手する。

１住基法第７条に規定する事項については、本人情報確認等の事務効率
化のため、団体内統合宛名システムを利用して入手する。
２口座登録・連携ファイル関連情報については、本人意思に基づいて取
得する。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

156 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑥使用目的

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更 個人住民税及び軽自動車税の適正な収納管理
個人住民税・軽自動車税の適性な収納管理及び公金受取口座への還付事
務

事前 重要な変更

157 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑧使用方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１収納管理に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の賦課情報及び収納情報から収納、督
促、還付、充当等の収納管理を行う。
２税証明に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の収納情報に基づき、申請に応じて納税
証明書を発行する。

１収納管理に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の賦課情報及び収納情報から収納、督
促、還付、充当等の収納管理を行う。必要に応じて住民基本台帳ネット
ワークシステムに照会をする。
２税証明に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の収納情報に基づき、申請に応じて納税証
明書を発行する。
３公金受取口座への還付事務
公金受取口座での還付金受取の意思表示した住民に対する還付事務を行
う。

事前

１　特定個人情報の漏えい
その他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動させ
るものではないため、重要
な変更に当たらない。

３　重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

158 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保管・
消去 ①保管場所

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入してい
る。システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格な入退
室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われ
ている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住
民税等の情報が包含されているパッケージシステムであるため、当区
の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民記録
管理システム」という表記で統一する。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。
システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格な入退室管理
(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民
税等の情報が包含されているパッケージシステムであるため、当区の評
価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民記録管理シ
ステム」という表記で統一する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室への入室を行う際は、警備員な
どにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベー
ス内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

159 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保管・
消去 ➁保管期間
期間

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
期間

変更 〔　定められてない　〕 〔　６年以上１０年未満　〕 事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

160 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保管・
消去 ➁保管期間
その妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
その妥当性

変更
収納、還付、充当などの収納管理を行うため、過去の記録を保存する
必要がある。

地方税法に基づき、墨田区における保存年限を7年としているため。 事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

161 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．特定個人情報の保管・
消去 ③消去方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更
納入済通知書及び帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解
処理にて廃棄する。

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した納入済通知書及び帳票等の紙媒体については、外
部事業者による溶解処理にて廃棄する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施される
ため、通常、中間サーバー・プラットフォームの事業者が特定個人情報
を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォー
ムの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的
破壊により完全に消去する。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

162 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ①入手元

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

①入手元 変更 [〇]その他（課税原票管理システム）
[〇]その他（課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシス
テム）

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

163 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ②入手方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更 [〇]その他（課税原票管理システム（閲覧のみ））
[〇]その他（課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシス
テム）

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

164 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ③入手の時期・頻度

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更 滞納者の課税状況や納付状況等の確認を行う際 滞納者の課税状況や現住所等の確認を行う際 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

165 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑧使用方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更
１滞納管理に関する事務
　・個人住民税及び軽自動車税の滞納情報から、納税催告・滞納処分
等の滞納整理を行う。

１滞納管理に関する事務
　・個人住民税及び軽自動車税の滞納情報から、納税催告・滞納処分等
の滞納整理を行う。
　・墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関連
情報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

166 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．特定個人情報の入手・
使用 ⑧使用方法　情報の突合

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法　情
報の突合

変更
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合させる（課税原票管理
システムは閲覧のみ）。

滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合させる（課税原票管理シ
ステム及び住民基本台帳ネットワークシステム）。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

167 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去 ➁保管期間
期間

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
期間

変更 〔　定められてない　〕 〔　６年以上１０年未満　〕 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

168 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去 ②保管期間　　その妥当性

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

②保管期間
その妥当性

変更 滞納整理事務では閲覧のみを行っている。
住民税賦課事務担当の管理するシステムであり、滞納整理事務では閲覧
のみを行っている。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

169 令和5年3月31日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．特定個人情報の保管・
消去 ③消去方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更
ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み
出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した申告書及び帳票等の紙媒体については、外部事業
者による溶解処理にて廃棄する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施される
ため、通常、中間サーバー・プラットフォームの事業者が特定個人情報
を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォー
ム事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破
壊により完全に消去する。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

170 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．基本情報 ④記録される
項目　（別添２）特定個人情報ファイル記録項
目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報

④記録される項
目　（別添２）
特定個人情報
ファイル記録項
目

変更

②還付通知ファイル
　連番、年度、表示番号、表示番号(過誤納時)、還付日、支払開始
日、(振込先)金融機関コード、(振込先)支店コード、 (振込先)金融機
関名カナ、（振込先)金融機関名漢字、(振込先)支店名カナ、(振込先)
支店名漢字、(振込先)口座種別、(振込先)口座番号、(振込先)口座名
義人、(送付先)郵便番号、(送付先)郵便番号、(送付先)住所、(送付
先)番地、 (送付先)方書、(送付先)氏名、義務者氏名、特徴個人宛名
番号、還付理由、正当額(本税)、正当額(延滞金)、納付額(本税)、納
付額(延滞）、還付確定連番(最新)、還付発送連番(最新)、支払日連番
(最新)、印刷済フラグ、登録日時、ユーザID、 削除フラグ、削除日
時、削除ユーザ、

②還付通知ファイル
　連番、年度、表示番号、表示番号(過誤納時)、還付日、支払開始日、
(振込先)金融機関コード、(振込先)支店コード、 (振込先)金融機関名カ
ナ、（振込先)金融機関名漢字、(振込先)支店名カナ、(振込先)支店名漢
字、(振込先)口座種別、(振込先)口座番号、(振込先)口座名義人、(送付
先)郵便番号、(送付先)郵便番号、(送付先)住所、(送付先)番地、 (送付
先)方書、(送付先)氏名、義務者氏名、特徴個人宛名番号、還付理由、正
当額(本税)、正当額(延滞金)、納付額(本税)、納付額(延滞）、還付確定
連番(最新)、還付発送連番(最新)、支払日連番(最新)、印刷済フラグ、
登録日時、ユーザID、 削除フラグ、削除日時、削除ユーザ、公金受取口
座利用意思の有無

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

171 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネットワークシステムとの接
続 リスク6　不適切な方法で提供されるリスク
リスクに対する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク6　不適切
な方法で提供さ
れるリスク　リ
スクに対する措
置の内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの
間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供さ
れるリスクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通
信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリ
スクに対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
ては、特定個人情報に係る業務にはアクセスができないよう管理を行
い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供されるリ
スクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスク
に対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの事業者においては、特定個人情報
に係る業務にはアクセスができないよう管理を行い、不適切な方法での
情報提供を行えないよう管理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

172 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネットワークシステムとの接
続 情報提供ネットワークシステムとの接続に
伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措
置

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの
間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保してい
る。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通
信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理する
データベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団
体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏え
い等のリスクを極小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデー
タベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中
間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理
する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サー
バー・プラットフォームの事業者における情報漏えい等のリスクを極小
化する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

173 令和5年3月31日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 6情報提供ネットワークシステムと
の接続 情報提供ネットワークシステムとの接
続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対す
る措置

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの
間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保してい
る。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通
信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理する
データベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団
体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏え
い等のリスクを極小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデー
タベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中
間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理
する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サー
バー・プラットフォームの事業者における情報漏えい等のリスクを極小
化する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

174 令和5年3月31日
【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

変更 [〇]接続しない（入手） [　]接続しない（入手） 事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

175 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク1:目的外の入手が行われるリスク　リス
クに対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク1:目的外
の入手が行われ
るリスク　リス
クに対する措置
の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報
照会を行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照合
リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報
提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会
を実施することになる。そのため、番号法上認められた情報連携以外の
照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の
職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内
容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会
及び照会した情報の受領を行う機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供に係る情報照会者、情報提供者、事務及び特定個人
情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用するもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に
基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

事前 重要な変更

176 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク1:目的外の入手が行われるリスク　リス
クへの対策は十分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク1:目的外
の入手が行われ
るリスク　リス
クへの対策は十
分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

177 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク2:安全が保たれない方法によって入手
が行われるリスク　リスクに対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク2:安全が
保たれない方法
によって入手が
行われるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣
が設置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情
報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保されてい
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。

事前 重要な変更

178 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク2:安全が保たれない方法によって入手
が行われるリスク　リスクへの対策は十分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク2:安全が
保たれない方法
によって入手が
行われるリスク
リスクへの対策
は十分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

179 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク3:入手した特定個人情報が不正確であ
るリスク　リスクに対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク3:入手し
た特定個人情報
が不正確である
リスク　リスク
に対する措置の
内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　 中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣
が設置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供
用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人情報を入
手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担
保されている。

事前 重要な変更

180 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク3:入手した特定個人情報が不正確であ
るリスク　リスクへの対策は十分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク3:入手し
た特定個人情報
が不正確である
リスク　リスク
への対策は十分
か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

20



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

181 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク4:入手の際に特定個人情報が漏えい・
紛失するリスク　リスクに対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク4:入手の
際に特定個人情
報が漏えい・紛
失するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人
情報の入手のみを実施するため、漏えい・紛失のリスクに対応している
（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステ
ムからのアクセスを防止する仕組みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過
後に当該結果を情報照会機能において自動で削除することにより、特定
個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証
の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連
携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定
個人情報を送信する際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、
照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。そのた
め、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなってい
る。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスク
に対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プ
ラットフォームの運用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情
報へはアクセスすることはできない。

事前 重要な変更

182 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク4:入手の際に特定個人情報が漏えい・
紛失するリスク　リスクへの対策は十分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク4:入手の
際に特定個人情
報が漏えい・紛
失するリスク
リスクへの対策
は十分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

183 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 6情報提供ネットワークシステムとの接続
情報提供ネットワークシステムとの接続に伴う
その他のリスク及びそのリスクに対する措置

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証
の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連
携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシス
テム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応してい
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデー
タベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中
間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理
する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サー
バー・プラットフォーム事業者における情報漏えい等のリスクを極小化
する。

事前 重要な変更

184 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 7特定個人情報の保管・消去 リスク1：特定
個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク　⑤物理
的対策　具体的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

7特定個人情報の
保管・消去

リスク1：特定個
人情報の漏え
い・滅失・毀損
リスク　⑤物理
的対策　具体的
な対策の内容

変更

＜収納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、盗難防止用ワイヤーを設置
している。

＜収納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、盗難防止用ワイヤーを設置し
ている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場
所への入退室管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に
所持し、持出持込することがないよう、警備員などにより確認してい
る。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

185 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 7特定個人情報の保管・消去 リスク1：特定
個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク　⑥技術
的対策　具体的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

7特定個人情報の
保管・消去

リスク1：特定個
人情報の漏え
い・滅失・毀損
リスク　⑥技術
的対策　具体的
な対策の内容

変更

＜収納管理システムにおける措置＞
・収納管理システムは、庁内のみの独立したネットワークに搭載され
ており外部接続はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行ってい
る。

＜収納管理システムにおける措置＞
・収納管理システムは、庁内のみの独立したネットワークに搭載されて
おり外部接続はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行ってい
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、UTM（コンピューターウィルス
やハッキングなどの脅威からネットワークを効率的かつ包括的に保護す
る装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を図るとと
もに、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウィルス対策ソフトを導入
し、パターンファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行う。

事前 重要な変更

186 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク２：　不適
切な方法で入手が行われるリスク　リスクに対
する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク２：　不
適切な方法で入
手が行われるリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更
課税原票管理システムの管理者がログを保存しており、入手できない
ようにしている。

滞納整理業務では特定個人情報を使用することがないため、区民との対
応で特定個人情報を入手する場合がない。また、特定個人情報が確認可
能なシステムでは閲覧ログを保存しており、不正な閲覧があった場合、
把握できる体制を整えている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

187 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策  ２．特定個人情報の入手  リスク４：　入手
の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリス
ク リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク４：　入
手の際に特定個
人情報が漏え
い・紛失するリ
スク リスクに対
する措置の内容

変更 記録する媒体がないため紛失するリスクがない

・紙媒体による申告情報は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所
を定め、漏えい・紛失を防止している。
・システムからの課税対象者情報の入手では、専用線を経由して情報漏
えい・紛失を防止している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

188 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク１：　目的を
超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐
付けが行われるリスク 宛名システム等におけ
る措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク１：　目
的を超えた紐付
け、事務に必要
のない情報との
紐付けが行われ
るリスク 宛名シ
ステム等におけ
る措置の内容

変更
団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行わ
れない。

特定個人情報については紐付けを行わない。 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

189 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク１：　目的を
超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐
付けが行われるリスク 事務で使用するその他
のシステムにおける措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク１：　目
的を超えた紐付
け、事務に必要
のない情報との
紐付けが行われ
るリスク 事務で
使用するその他
のシステムにお
ける措置の内容

変更 特定個人情報は課税原票管理システムの閲覧のみである。 その他システムについても特定個人情報は紐付けを行わない。 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

190 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク ユーザ
認証の管理　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク ユーザ認
証の管理　具体
的な管理方法

変更
課税原票管理システムを利用する必要がある職員を特定し機能を制限
している。また、システムにアクセスするにはユーザーID・生体認
証・パスワードによる認証が必要である。

システムを利用する必要がある職員を特定し機能を制限している。ま
た、システムにアクセスするにはユーザーID・生体認証・パスワードに
よる認証が必要である。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

191 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク アクセス
権限の発効・失効の管理　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク アクセス
権限の発効・失
効の管理　具体
的な管理方法

変更 毎年度、課税原票管理システムの管理者が管理している。
毎年度、課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステム
の管理者が管理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

192 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク アクセス
権限の管理　具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク アクセス
権限の管理　具
体的な管理方法

変更 毎年度、課税原票管理システムの管理者が管理している。
毎年度、課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステム
の管理者が管理者が管理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

193 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク２：　権限
のない者（元職員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリスク 特定個
人情報の使用の記録　具体的な方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク 特定個人
情報の使用の記
録　具体的な方
法

変更 毎年度、課税原票管理システムの管理者が権限の更新を行っている。 システムの閲覧についてログを保管している。 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

194 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ３．特定個人情報の使用 リスク４：　特定
個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク４：　特
定個人情報ファ
イルが不正に複
製されるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更
閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教育・指導している。また、
地方税法２２条、住民基本台帳法４２条、番号法による罰則があるこ
とを職員に周知している。

閲覧時に特定個人情報についてはメモ等の記録を取らないよう、教育・
指導している。また、地方税法２２条、住民基本台帳法４２条、番号法
による罰則があることを職員に周知している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

195 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク ⑤
物理的対策　具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク ⑤物理
的対策　具体的
な対策の内容

変更
特定個人情報を保管するサーバの設置場所では、入退室管理を行って
いる。
滞納整理情報ファイルでは、特定個人情報は所持しない。

特定個人情報を保管するサーバの設置場所では、入退室管理を行ってい
る。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

196 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク１：
特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク ⑥
技術的対策　具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク ⑥技術
的対策　具体的
な対策の内容

変更 課税原票管理システムの閲覧のみに制限している。
課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムは閲覧の
みに制限している。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

197 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク２：
特定個人情報が古い情報のまま保管され続
けるリスク リスクに対する措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク２：　特
定個人情報が古
い情報のまま保
管され続けるリ
スク リスクに対
する措置の内容

変更 特定個人情報を紙・電子データともに所持しないよう努めている。
課税対象者の情報は、各種申告情報に基づき、更新・賦課を行ったうえ
で住民に対して税額通知を行い、住民側でも確認しているので、古い情
報のまま保管され続けることはない。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

198 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク３：
特定個人情報が消去されずいつまでも存在す
るリスク　消去手順

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順

変更 定められている 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

199 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ７．特定個人情報の保管・消去 リスク３：
特定個人情報が消去されずいつまでも存在す
るリスク　消去手順　手順の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

変更 特定個人情報を所持しない
地方税法に基づき、保存年限を７年間とし、保存期間を過ぎた申告書及
び届出書等については、外部業者による溶解処理を行い、廃棄してい
る。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

200 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ４．特定個人情報ファイルの取り扱い委
託 情報保護管理体制の確認

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例に基づいた「個人情報保護
に関する事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全
の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を
実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プ
ライバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としてい
る。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等
の取扱いに関する特記事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実
施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プラ
イバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

201 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ５．特定個人情報の提供・移転 リスク３：
誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤っ
た相手に提供・移転してしまうリスク　リスクに
対する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

５．特定個人情
報の提供・移転

リスク３：
誤った情報を提
供・移転してし
まうリスク、
誤った相手に提
供・移転してし
まうリスク　リ
スクに対する措
置の内容

変更

・他自治体へのデータの送付は、複数職員での確認を義務付けてお
り、誤った情報を提供してしまうリスクを防止している。
・庁内連携システムでは本業務で保有する情報の全てを連携すること
はできず、移転元から承認された情報しか移転できないよう、仕組み
として担保されている。

・他自治体へのデータの送付は、複数職員での確認を義務付けており、
誤った情報を提供してしまうリスクを防止している。
・庁内連携システムにおいて、本業務で保有する情報を全て連携するこ
とはできない。移転元から承認された必要最低限の情報しか移転できな
いよう制御されている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

202 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定個人
情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク
対策 ５．特定個人情報の提供・移転 リスク３：
誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤っ
た相手に提供・移転してしまうリスク　リスクへ
の対策は十分か

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

５．特定個人情
報の提供・移転

リスク３：
誤った情報を提
供・移転してし
まうリスク、
誤った相手に提
供・移転してし
まうリスク　リ
スクへの対策は
十分か

変更 十分である 特に力を入れている 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

203 令和5年6月26日

【２　軽自動車税賦課情報ファイル】 Ⅲ　特定
個人情報ファイルの取扱いプロセスにおける
リスク対策 ４．特定個人情報ファイルの取り扱
い委託 情報保護管理体制の確認

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例に基づいた「個人情報保護
に関する事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全
の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を
実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プ
ライバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としてい
る。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等
の取扱いに関する特記事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実
施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プラ
イバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

204 令和5年6月26日

【３　収納管理情報ファイル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対
策 ４．特定個人情報ファイルの取り扱い委託
情報保護管理体制の確認

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例に基づいた「個人情報保護
に関する事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全
の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を
実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プ
ライバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としてい
る。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等
の取扱いに関する特記事項」を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実
施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プラ
イバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

205 令和5年6月26日
【４　滞納整理情報ファイル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．特定個人情報の入手・
使用 本人への明示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

本人への明示 変更
滞納整理に必要な調査については、地方税法２０条の１１に記載され
ている。また、墨田区個人情報保護条例１５条によって、業務上必要
な範囲において利用していることを広く区民に周知している。

滞納整理に必要な調査については、地方税法２０条の１１に記載されて
いる。また、個人情報の保護に関する法律６９条によって、業務上必要
な範囲において利用していることを広く区民に周知している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

206 令和5年6月26日
 Ⅳ　その他のリスク対策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む。）に対し、課内研修において個人
情報保護について指導するとともに、全庁的な個人情報保護に関する
研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度指導を行うこととするが、
違反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人情報保護に関する事項を定
め、契約を締結している。

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む。）に対し、課内研修において個人情
報保護について指導するとともに、全庁的な個人情報保護に関する研修
を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度指導を行うこととするが、違
反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に「個人情報等の取扱いに関する特
記事項」を定め、契約を締結している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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